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表 2.1 検索結果 
キーワード 全件数 2010～2018年件数 
高流動コンクリート/高流動モルタル 257 17 
電気炉酸化スラグ 20 11 
フライアッシュ/石炭灰 597 311 
塑性粘度/降伏値/レオロジー 129 35 
製品 58 26 
表面気泡 20 8 
色むら 7 4 
高流動コンクリート×電気炉酸化スラグ 0 0 
高流動コンクリート×フライアッシュ 21 4 
高流動コンクリート×塑性粘度 10 0 
高流動コンクリート×降伏値 12 0 
高流動コンクリート×レオロジー 19 0 
















































図 2.3 ブリーディング量と経時時間 図 2.4 乾燥収縮と EFG混合率 















図 2.7 モルタルの凝結の遅延時間 図 2.8 水和度の比の経時変化 
























写真 2.1 モルタル上面の状況 
（上：MF30，下：OPC） 
表 2.2 フレッシュ時および硬化後の比較 

















図 2.12 空気量と気泡間隔係数 写真 2.2 PAEの泡 






































図 2.15 概念図 












図 2.18 単位粗骨材絶対容積，スランプフローと充填高さ 
（左：U形 右：ボックス形） 











































図 2.21 剥離剤のタイプと表面気泡の深さ方向の形状 
















写真 2.3 撥水加工の有無による接触角の違い 写真 2.4 撥水加工の有無による 
コンクリート面の違い 

















写真 2.6 撥水加工の有無による浮き型枠の勾配 
図 2.25 勾配の異なる型枠による 
表面気泡の違い 
図 2.26 型枠の角度と表面気泡率の関係 




































写真 3.1 電気炉酸化スラグの製造状況および外観形状 
① ② ③ 




 本実験に使用した材料の物理的性質を表 3.1 に示す。セメントは普通ポルトランドセメント，
細骨材は砂岩砕砂（以下，NS と略記），石灰砕砂（以下，LS と略記）および電気炉酸化スラグ細
骨材（以下，EFS と略記）の 3 種類とし，粗骨材は最大寸法 20mm の石灰砕石とした。粉体量の
増加を目的とした混和材にはフライアッシュ（以下，FA と略記），混和剤は増粘成分を含まない
ポリカルボン酸エーテル系の高性能 AE 減水剤（以下，SP 剤と略記）を使用した。なお，EFS は
JIS A 5011-4 に規定される EFS5-0.3，FA は JIS A 6201 に規定されるⅡ種に適合するものを用いた。
EFS は NS，LS に比較して，密度が大きく吸水率が小さいことがわかる。3 種類の細骨材（NS，
LS，EFS）の粒度曲線を図 3.1に示す。 
表 3.1 使用材料の物理的性質 
材料名 記号 種類および物性値 
セメント C 
普通ポルトランドセメント 
密度：3.16 g/cm3，比表面積：3470 cm2/g 
混和材 FA 
フライアッシュⅡ種 
密度：2.30 g/cm3，比表面積：3680 cm2/g，強熱減量：2.6 % 




表乾密度：2.58 g/cm3，吸水率：1.96 %，粗粒率：2.67 
LS 
石灰砕砂 
表乾密度：2.66 g/cm3，吸水率：0.88 %，粗粒率：2.85 
EFS 
電気炉酸化スラグ 5-0.3 
表乾密度：3.52 g/cm3，吸水率：0.36 %，粗粒率：3.38 
粗骨材 G 
石灰砕石 2005 
表乾密度：2.70 g/cm3，吸水率：0.51 %，実績率：61.0 % 
混和剤 
SP 











































EFS JIS A 5011-4




 本研究の配合要因を表 3.2 に，コンクリートの配合一覧を表 3.3(a)～(c)に実験シリーズ別に
示す。実験シリーズ 1 では，水セメント比 50%，単位水量 175kg/m3 の一定とし，単位粉体量を
450，500，550kg/m3 の 3 水準， EFS を NS，LS に対しそれぞれ 0，50，75，100%容積置換した。
実験シリーズ 2 では，単位粉体量 500kg/m3，単位水量 175kg/m3 の一定とし，水セメント比 55，
50，45%の 3 水準，EFS を NS，LS に対しそれぞれ 0，50，100%容積置換した。実験シリーズ 3 で
は，単位粉体量 500kg/m3，細骨材を EFS のみとし，単位水量 185，175，165kg/m3の 3 水準，各水
準に対し水セメント比 55，50，45%とした。各実験シリーズにおいて，粉体系高流動コンクリー
トの基礎的性状に及ぼす影響を，実験シリーズ 1では EFS 置換率および単位粉体量（単位 FA 量），
実験シリーズ 2 では単位粉体量一定の条件で水セメント比を増減することによるセメントと FA
の割合変化，実験シリーズ 3 では単位水量の違いについて評価することとした。コンクリートの
目標スランプフローは 65cm，目標空気量は 4.5%とし，所要のフレッシュ性状を満足するように
SP 剤と AE 剤の使用量を調整した。なお，本実験で使用した NS，LS，EFS の粗粒率は大きく異
なるため，各配合におけるコンクリートのフレッシュ性状を一定とするために，単位粗骨材かさ
容積を調整し配合修正を行った。その結果，EFS 置換率の増大に伴い単位粗骨材かさ容積は小さ
くなり，NS100%配合に比較して EFS100%配合の単位粗骨材かさ容積は 50L/m3 程度，LS100%配
合に比較して EFS100%配合の単位粗骨材かさ容積は 40L/m3程度小さくなった。 
 
表 3.2 配合要因 
要因 シリーズ 1 シリーズ 2 シリーズ 3 
水セメント比 50 55，50，45 55，50，45 
単位水量 175 175 185，175，165 
単位粉体量 450，500，550 500 500 
EFS 置換率 0，50，75，100 0，50，100 100 
試験水準 21 水準 15 水準 9 水準 
 
3.2.3 コンクリートの練混ぜ方法 
 コンクリートの練混ぜには，容量 100 リットルの強制二軸ミキサを用いた。最初にセメント，
FA，細骨材を投入し 10 秒間空練りした後，混和剤を溶解した水を加えて 60 秒間，さらに粗骨材
を加えて 60 秒間の練混ぜを行った。ミキサ停止後，5 分間の静置を行い，30 秒間練混ぜた後排出
した。また，実験シリーズ 1 における単位粉体量 550kg/m3とした配合 7 水準については，モルタ







表 3.3(a) コンクリートの配合一覧（実験シリーズ 1） 
 
*1 単位 FA 量－細骨材種別（N：砂岩砕砂，L：石灰砕砂，E：電気炉酸化スラグ）置換率 
*2 単位粉体量 P=C+FA *3 単位粗骨材かさ容積 *4 AE 剤は 1A=0.001%で計算する。 
 
表 3.3(b) コンクリートの配合一覧（実験シリーズ 2） 
 
*1 水セメント比－細骨材種別（N：砂岩砕砂，L：石灰砕砂，E：電気炉酸化スラグ）置換率 
*2 実験シリーズ 1 の結果を用いる。 
W C FA NS LS EFS G
100-N100 535 774 - - 880 1.400 12.0A
100-N50E50 515 402 - 549 848 0.900 13.0A
100-N25E75 505 205 - 840 832 0.675 9.0A
100-L100 525 - 814 - 864 0.950 11.0A
100-L50E50 505 - 423 560 832 0.700 9.5A
100-L25E75 495 - 215 855 815 0.600 9.0A
100-E100 485 - - 1162 799 0.500 7.0A
150-N100 540 710 - - 888 1.425 14.0A
150-N50E50 520 370 - 505 856 0.900 13.0A
150-N25E75 510 178 - 774 840 0.700 11.0A
150-L100 530 - 747 - 872 0.900 13.0A
150-L50E50 510 - 390 516 840 0.750 13.0A
150-L25E75 500 - 199 789 824 0.650 11.0A
150-E100 490 - - 1074 807 0.500 9.0A
200-N100 550 635 - - 907 1.275 16.5A
200-N50E50 530 334 - 456 872 0.900 14.0A
200-N25E75 520 171 - 700 856 0.675 11.0A
200-L100 540 - 673 - 888 1.000 21.0A
200-L50E50 520 - 352 466 856 0.825 21.0A
200-L25E75 510 - 180 715 840 0.700 19.0A























W C FA NS LS EFS G
55-N100 550 681 - - 907 1.300 15.0A
55-N50E50 530 357 - 488 872 0.800 15.0A
55-L100 540 - 721 - 888 0.825 18.0A
55-L50E50 520 - 376 498 856 0.675 17.0A
55-E100 500 - - 1038 824 0.450 11.0A
50-N100 540 710 - - 888 1.425 14.0A
50-N50E50 520 370 - 505 856 0.900 13.0A
50-L100 530 - 747 - 872 0.900 13.0A
50-L50E50 510 - 390 516 840 0.750 13.0A
50-E100 490 - - 1074 807 0.500 9.0A
45-N100 540 722 - - 888 1.450 16.0A
45-N50E50 520 377 - 514 856 0.925 12.0A
45-L100 530 - 761 - 872 0.900 12.0A
45-L50E50 510 - 396 524 840 0.700 10.0A




























表 3.3(c) コンクリートの配合一覧（実験シリーズ 3） 
 
*1 単位水量－水セメント比 *2 実験シリーズ 1，2 の結果を用いる。 
 
3.2.4 試験項目および方法 
 試験項目および試験方法を表 3.4 に示す。フレッシュ性状の確認は，コンクリートの状態を目
視で観察するとともに，スランプフロー，空気量，単位容積質量，ブリーディングおよび充填試
験（U 形），流下試験（V 漏斗）を実施した。硬化性状は，圧縮強度および静弾性係数，乾燥収縮，




施した。この試験方法の 10 サイクルが，JIS A 1148 に規定されている凍結融解試験の 300 サイク
ルに相当すると報告しており 27)，表層部の劣化を短いサイクル数で確認できる。 
 
表 3.4 試験項目および試験方法 
試験項目 試験方法 備考 
スランプフロー JIS A 1150 65±5cm 
空気量 JIS A 1128 4.5±1.5% 
単位容積質量 JIS A 1116  
ブリーディング JIS A 1123 0.3cm3/cm2以下 
充填試験 JSCE-F 511 充填高さ(R2)300mm 以上 
流下試験 JSCE-F 512 流下時間 13 秒以下 
圧縮強度 JIS A 1108 標準養生 7，28，91 日 
静弾性係数 JIS A 1149 標準養生 28，91 日 
乾燥収縮 
JIS A 1129-2 JIS 法 材齢 182 日 
急速乾燥収縮試験 25) 迅速法 材齢 56 日 
凍結融解 簡易凍結融解試験 26) 10 サイクル 
 
  
W C FA NS LS EFS G
185-55 55 500 337 163 - - 1014 824 0.350 8.0A
185-50 50 490 370 130 - - 1045 807 0.375 6.0A
185-45 45 490 412 88 - - 1063 807 0.400 3.0A
175-55 55 500 319 181 - - 1038 824 0.450 11.0A
175-50 50 490 350 150 - - 1074 807 0.500 9.0A
175-45 45 490 389 111 - - 1091 807 0.600 5.0A
165-55 55 500 300 200 - - 1067 824 0.525 11.0A
165-50 50 490 330 170 - - 1102 807 0.550 8.0A


































表 3.5 スランプフローの目視確認結果一覧 
Series1/100-N100 Series1/100-N50E50 Series1/100-N25E75 Series1/100-L100 
    
Series1/100-L50E50 Series1/100-L25E75 Series1/100-E100 Series1/150-N100 
    
Series1/150-N50E50 Series1/150-N25E75 Series1/150-L100 Series1/150-L50E50 
    
24 
 
Series1/150-L25E75 Series1/150-E100 Series1/200-N100 Series1/200-N50E50 
    
Series1/200-N25E75 Series1/200-L100 Series1/200-L50E50 Series1/200-L25E75 
    
Series1/200-E100 Series2/55-N100 Series2/55-N50E50 Series2/55-L100 
    
Series2/55-L50E50 Series2/55-E100 Series2/50-N100 Series2/50-N50E50 
    
25 
 
Series2/50-L100 Series2/50-L50E50 Series2/50-E100 Series2/45-N100 
    
Series2/45-N50E50 Series2/45-L100 Series2/45-L50E50 Series2/45-E100 
    
Series3/185-55 Series3/185-50 Series3/185-45 Series3/165-55 






 図 3.2に EFS 置換率と単位容積質量の関係を示す。EFS 置換率の増加に伴い単位容積質量は直









実験シリーズ 1 では，EFS 置換率の増大に伴





























































































































































































































































































(a) シリーズ 1 
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が，本研究で使用した FA は JIS に適合するも
のであり，未燃炭素による分散剤吸着への影
響は小さかったといえる。また，EFS 置換率










に，FA 混入量と AE 剤使用量の関係を示す。






























































































































































































































図 3.3 混和剤使用量（上：SP剤 下：AE剤） 




 図 3.5(a)～(c)に，50cm フロー到達時間およびフロー停止時間の関係を実験シリーズ別に示す。




大したためと思われる。また，NS に比べ，LS の方が 50cm フロー到達時間，フロー停止時間は増
大した。LS は，製造する際に破砕によって生じた石粉を多く含むため粘性が高くなり，流動性が
低下したものと考えられる。実験シリーズ 2，実験シリーズ 3 の結果より，水セメント比，単位水
量の違いによる 50cm フロー到達時間およびフロー停止時間に明確な傾向は確認できなかった。
高流動コンクリートの施工指針 2)における 50cm フロー到達時間の目安は，障害ランク 2 相当で 3
～15 秒である。本実験では，骨材種別，要因に関わらず EFS を 50%以上置換した場合で 50cm フ















































































 図 3.6(a)～(c)に，V 漏斗流下時間の結果を実験シリーズ別に示す。実験シリーズ 1 より，骨材





流下時間は増大した。また，LS に付着する石粉が影響し，LS の方が NS に比較し V 漏斗流下時
間は増大した。単位粉体量，単位水量を一定とした実験シリーズ 2 では，水セメント比の違いに
関わらず V 漏斗流下時間はほぼ同程度の値を示した。実験シリーズ 3 より，単位水量の増加に伴
い V 漏斗流下時間は減少した。本結果より，骨材種別，配合要因に関わらず EFS を 50%以上置換
した場合で V 漏斗流下時間は大幅に減少し，高流動コンクリートの施工指針 2)における V 漏斗流
下時間の目安である 7～13 秒（障害ランク 2 相当）の範囲にあった。また，EFS 置換率 100%の条




















































































(b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 
(c) シリーズ 3（単位水量の影響） 




図 3.7(a)～(c)に，U 形充填時間および充填高さの関係を実験シリーズ別に示す。U 形充填装置
は，ボックス形と異なり底部が半円形のため，A 室と B 室が完全に等しい容量になるときの平衡
高さは 355mm になる。これに対して，ボックス形は 340mm である。実験シリーズ 1 より，細骨
材種別に関わらず，EFS 置換率の増大に伴い U 形充填時間は減少し，EFS を使用することにより
間隙通過性が向上したが，EFS 置換率が 75%を超える条件では U 形充填時間に大きな差はみられ
なかった。また，EFS 置換率の増加に伴い U 形充填高さは増加し，EFS 置換率 75%以上で平衡高
さ（355mm）付近まで充填した。FA 混入量 100kg/m3，EFS 置換率 100%の条件では U 形充填高さ
363mm と平衡高さを超えて充填したが，これは粉体量が少ないことで粘性が低下し，コンクリー
トがB室側へ勢いよく流入したことによるものと推察される。また，全ての配合で充填高さ 300mm
以上を満足し，高流動コンクリートの施工指針 2)におけるランク 2 相当の自己充填性を有するこ
とが認められた。但し，EFS 置換率の増大に伴い単位粗骨材かさ容積を小さく配合設計したため，
コンクリート中の粗骨材量が少なくなり，間隙通過性が向上したことも影響したと考えられる。
実験シリーズ 2，実験シリーズ 3 の結果より，水セメント比，単位水量の違いに関わらず，U 形充
























































(a) シリーズ 1 
（EFS置換率と FA混入量の影響） 
(b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 
(c) シリーズ 3（単位水量の影響） 





目安として JASS5 凍結融解作用を受けるコンクリート 29)を参考に，図中に破線で示した。実験シ
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(c) シリーズ 3（単位水量比較） 













































































































































































(a) シリーズ 1（FA混入量の影響） 
(b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 
FA100kg FA150kg FA200kg 




 フレッシュ性状における各指標間の相互関係を図 3.9に示す。50cm フロー到達時間，フロー停
止時間の増大に伴い V 漏斗流下時間，U 形充填時間は増大する傾向を示し，各指標間には高い相
関性が認められた。また，この関係は骨材種別に依存しない。50cm フロー到達時間と U 形充填高
さの関係より，50cm フロー到達時間に関わらず充填高さはほぼ同等であった。また，LS，NS，

































































































































(c) シリーズ 3（単位水量の影響） 

































































































































































































































































(a) シリーズ 1 






















(c) シリーズ 3 











































































































































(a) シリーズ 1（FA混入量の影響） 
(b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 
(c) シリーズ 3（単位水量の影響） 
図 3.11 各種配合要因における材齢と圧縮強度の関係 
W/C55 W/C50 W/C45 
NS LS EFS 





メント比，単位水量を一定とし，FA 混入量を調整した実験シリーズ 1 では，細骨材種別に関わら
ず，FA 混入量の増加に伴い質量減少率は減少したが，乾燥収縮ひずみに顕著な相違は認められな
































































































































































































(a) シリーズ 1（FA混入量の影響） 
























































































































(b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 







































NS LS EFS 
LS EFS 
NS 
NS LS EFS 










メント比，単位水量を一定とし，FA 混入量を調整した実験シリーズ 1 では，細骨材種別に関わら
ず，FA 混入量の増加に伴い質量減少率は減少したが，乾燥収縮ひずみに顕著な相違は認められな


























































































(a) シリーズ 1（FA混入量の影響） (b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 
(c) シリーズ 3（単位水量の影響） 







































































































































































































































































(b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 


























































 JIS 法と迅速法の相関性について，図 3.17に乾燥収縮ひずみの関係を，図 3.18に質量減少率の


















































































(a) シリーズ 1（FA混入量の影響） (b) シリーズ 2（水セメント比の影響） 
(c) シリーズ 3（単位水量の影響） 




















































 急速凍結融解試験の結果を図 3.17 に示す。JASS5 凍結融解作用を受けるコンクリート 29)によ




















































ュ（以下，CfFA），石灰石微粉末（以下，LSP）の 4 種類とした。FA 系 3 種類は，いずれも JIS A 
6201 の品質規定に合格するものを用いた。なお，CfFA は前述した JIS の品質規定では FAⅡ種相
当であるが，FA の未燃炭素を極限まで低減した改質 FA である。LSP は，日本コンクリート工学
会より示された「コンクリート用石灰石微粉末品質規格（案）」に適合するものであり，比表面積
は 4500cm2/g 以上と，FA 系 3 種類に比べ最も大きい。また，セメントは普通ポルトランドセメン
ト，細骨材は砂岩系砕砂とした。混和剤は，高流動モルタルの空気量が塑性粘度に及ぼす影響を
小さくするために非空気連行性の高性能減水剤とし，AE 剤は使用しなかった。 
表 4.1 使用材料の物理的性質 
材料名 記号 種類および物性値 
セメント C 
普通ポルトランドセメント 




密度：2.30 g/cm3，比表面積：3680 cm2/g，強熱減量：2.1 % 
FAⅣ 
フライアッシュⅣ種 
密度：2.20 g/cm3，比表面積：1980 cm2/g，強熱減量：1.7 % 
CfFA 
フライアッシュⅡ種（Carbon-free Fly Ash） 
密度：2.29 g/cm3，比表面積：4100 cm2/g，強熱減量：0.5 % 
LSP 
石灰石微粉末 
密度：2.72 g/cm3，比表面積：4960 cm2/g 
細骨材 S 
砂岩系砕砂 







 本研究の配合要因を表 4.2に示す。水セメント比 50%，単位水量 185kg/m3の一定のもと，単位
粗骨材かさ容積を 500，525，550L/m3の 3 水準，それぞれに対しモルタル中の細骨材容積比を 42，
45，48%となるように混和材 4 種類の単位量を決定した。本研究では，この高流動コンクリート
1m3から粗骨材容積を差し引いた計 36 水準の高流動モルタルを対象とした。SP 剤の使用量は，目
標ゼロ打モルタルフローを 270±15mm の範囲に入るように各配合で決定した。したがって，1 配
合に対して 1 回以上の試し練りを必要とした。 
目標ゼロ打モルタルフローは，事前に JIS A 1150 に規定されるスランプフロー試験で 650mm，























 モルタルの練混ぜには，JIS R 5201 に規定されている容量 20L の機械練り用練混ぜ機を用いた。
最初にセメント，混和材，水を投入し，練混ぜ機をすぐに低速（自転速度：毎分 140±5 回転，公
転速度：毎分 62±5 回転）で 30 秒間始動させた。次に細骨材を加え低速で 30 秒間練混ぜた後，
高速（自転速度：毎分 285±10 回転，公転速度：毎分 125±10 回転）にし，引き続き 30 秒間練混
ぜた。その後，90 秒間練混ぜを休止し，休止の最初の 15 秒間で練り鉢に付着したモルタルの掻き
落としを行った。休止終了後，再び高速で 60 秒間練混ぜを行った後，5 分間の静置を行い，低速






 モルタルフロー試験は，JIS R 5201 に規定されている方法に従い実施した。モルタルが広がった
後の径を最大と認める方向と，これに直角な方向とで 1mm 単位まで測定し，その平均値を求め
た。なお，前述したとおり，目標ゼロ打モルタルフローは 270±15mm とした。 
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表 4.3 モルタルの配合一覧 









・𝜇・𝑛   （1） 
 
W C FAⅡ FAⅣ CfFA LSP S SP
Ⅱ-1 500 31.4 266 531 315 - - - 1064 10.2
Ⅱ-2 525 32.5 272 544 294 - - - 1061 10.1
Ⅱ-3 550 33.8 279 556 267 - - - 1064 9.9
Ⅱ-4 500 34.1 266 531 248 - - - 1139 9.7
Ⅱ-5 525 35.4 272 544 223 - - - 1141 9.2
Ⅱ-6 550 36.8 279 556 200 - - - 1139 9.1
Ⅱ-7 500 37.4 266 531 179 - - - 1216 9.2
Ⅱ-8 525 38.8 272 544 159 - - - 1213 8.8
Ⅱ-9 550 40.4 279 556 131 - - - 1216 8.4
Ⅳ-1 500 31.9 266 531 - 301 - - 1064 10.0
Ⅳ-2 525 33.0 272 544 - 277 - - 1067 9.4
Ⅳ-3 550 34.3 279 556 - 255 - - 1064 9.1
Ⅳ-4 500 34.5 266 531 - 238 - - 1139 9.4
Ⅳ-5 525 35.8 272 544 - 218 - - 1139 9.0
Ⅳ-6 550 37.1 279 556 - 191 - - 1139 8.6
Ⅳ-7 500 37.8 266 531 - 172 - - 1216 9.1
Ⅳ-8 525 39.1 272 544 - 152 - - 1213 8.7
Ⅳ-9 550 40.7 279 556 - 125 - - 1216 8.3
Cf-1 500 31.5 266 531 - - 314 - 1064 10.6
Cf-2 525 32.5 272 544 - - 293 - 1061 9.6
Cf-3 550 33.8 279 556 - - 266 - 1064 9.5
Cf-4 500 34.2 266 531 - - 247 - 1139 9.7
Cf-5 525 35.4 272 544 - - 227 - 1139 8.9
Cf-6 550 36.9 279 556 - - 199 - 1139 8.8
Cf-7 500 37.5 266 531 - - 179 - 1216 9.4
Cf-8 525 38.8 272 544 - - 158 - 1213 8.8
Cf-9 550 40.4 279 556 - - 131 - 1216 8.4
LP-1 500 29.4 266 531 - - - 373 1064 10.8
LP-2 525 30.6 272 544 - - - 343 1067 10.2
LP-3 550 32.0 279 556 - - - 316 1064 9.8
LP-4 500 32.2 266 531 - - - 294 1139 9.7
LP-5 525 33.6 272 544 - - - 264 1141 9.5
LP-6 550 35.0 279 556 - - - 237 1139 8.9
LP-7 500 35.7 266 531 - - - 212 1216 9.1
LP-8 525 37.3 272 544 - - - 185 1218 8.9




































    n：せん断速度（rpm=1/60s) 





タの回転速度の設定を行う。回転速度は 2rpm，4rpm，10rpm，20rpm，測定時間はそれぞれ 30 秒，
15 秒，10 秒，10 秒とした。粘度試験結果より，絶対粘度の実験値から式（1）を使ってせん断応
力を求め，せん断ひずみ速度（1/s）と得られたせん断応力（N/m2）の関係を示した直線近似式の
傾きを求めることにより，塑性粘度（Pa･s）を決定した。図 4.1 に，B 型回転粘度計で得られた絶
対粘度，せん断応力，せん断ひずみ速度の関係について一例を示す。 
写真 4.1 B型粘度計の外観および計測状況 
図 4.1 絶対粘度，せん断応力，せん断ひずみ速度の計算結果一例 
（FAⅡ種，Gm=500L/m3，s/m=42%） 





































 本実験で得られた結果一覧を表 4.4 に，シリーズ別のゼロ打モルタルフローの平均値と標準偏









表 4.4 実験結果一覧 
  
mm × mm mm
Ⅱ-1 500 31.4 846 10.2 270 × 265 267.5 1.70 2.99
Ⅱ-2 525 32.5 838 10.1 271 × 266 268.5 1.44 2.50
Ⅱ-3 550 33.8 823 9.9 267 × 267 267.0 1.71 2.65
Ⅱ-4 500 34.1 779 9.7 264 × 263 263.5 1.61 2.42
Ⅱ-5 525 35.4 767 9.2 273 × 271 272.0 1.48 1.95
Ⅱ-6 550 36.8 756 9.1 274 × 265 269.5 1.37 2.16
Ⅱ-7 500 37.4 710 9.2 267 × 266 266.5 1.23 1.86
Ⅱ-8 525 38.8 703 8.8 263 × 263 263.0 1.47 2.03
Ⅱ-9 550 40.4 687 8.4 265 × 264 264.5 1.11 1.75
Ⅳ-1 500 31.9 832 10.0 269 × 267 268.0 1.63 2.59
Ⅳ-2 525 33.0 821 9.4 272 × 268 270.0 1.30 2.02
Ⅳ-3 550 34.3 811 9.1 273 × 270 271.5 1.59 1.87
Ⅳ-4 500 34.5 769 9.4 257 × 256 256.5 1.77 2.24
Ⅳ-5 525 35.8 762 9.0 268 × 268 268.0 1.41 1.98
Ⅳ-6 550 37.1 747 8.6 258 × 257 257.5 1.53 1.73
Ⅳ-7 500 37.8 703 9.1 269 × 266 267.5 1.39 1.80
Ⅳ-8 525 39.1 696 8.7 273 × 270 271.5 1.08 1.54
Ⅳ-9 550 40.7 681 8.3 258 × 258 258.0 1.61 1.47
Cf-1 500 31.5 845 10.6 275 × 275 275.0 1.95 3.42
Cf-2 525 32.5 837 9.6 275 × 274 274.5 1.95 3.31
Cf-3 550 33.8 822 9.5 272 × 271 271.5 1.22 2.47
Cf-4 500 34.2 778 9.7 272 × 267 269.5 1.74 2.76
Cf-5 525 35.4 771 8.9 262 × 259 260.5 1.62 2.06
Cf-6 550 36.9 755 8.8 268 × 263 265.5 1.87 2.34
Cf-7 500 37.5 710 9.4 262 × 260 261.0 2.39 2.82
Cf-8 525 38.8 702 8.8 266 × 265 265.5 1.53 2.09
Cf-9 550 40.4 687 8.4 272 × 260 266.0 1.75 1.89
LP-1 500 29.4 904 10.8 276 × 275 275.5 3.10 3.78
LP-2 525 30.6 887 10.2 277 × 276 276.5 2.55 3.96
LP-3 550 32.0 872 9.8 279 × 276 277.5 2.11 4.22
LP-4 500 32.2 825 9.7 271 × 270 270.5 2.56 3.79
LP-5 525 33.6 808 9.5 264 × 263 263.5 2.02 3.84
LP-6 550 35.0 793 8.9 276 × 275 275.5 1.69 3.46
LP-7 500 35.7 743 9.1 270 × 265 267.5 2.57 3.37
LP-8 525 37.3 729 8.9 281 × 279 280.0 1.53 2.75





































表 4.5 シリーズ別のゼロ打モルタルフローの変動 
シリーズ 平均値（mm） 標準偏差 
FAⅡ種 266.9 2.9 
FAⅣ種 265.4 6.2 
CfFA 267.7 5.3 
LSP 272.2 6.3 








図 4.2 せん断ひずみ速度とせん断応力の関係 
(a) Gm=500L/m3，s/m=42% (b) Gm=525L/m3，s/m=42% (c) Gm=550L/m3，s/m=42% 
(d) Gm=500L/m3，s/m=45% (f) Gm=550L/m3，s/m=45% 















































































































































































































































































































































































































































































図 4.5 単位混和材容積量と SP剤添加率 












































(3) ゼロ打モルタルフローと SP剤使用量 













リーズ別では，FAⅡ種の SP 剤添加率は 1.25% 
前後でほぼ一定であるのに対し，他の混和材
（FAⅣ種，CfFA，LSP）の SP 剤添加率は 1.10
～1.30%の範囲でばらつきが大きかった。 
(4) 塑性粘度と SP剤使用量 
 塑性粘度と SP 剤使用量，SP 剤添加率の関係



















































































































ランク 1 で 0.290m3/m3，ランク 2 で 0.315m3/m3，ランク 3 で 0.340m3/m3に設定する。 





⑤ 単位混和材容積量を 50～150L/m3から選択する。 
⑥ 単位混和材容積量から総粉体量を求め，図 4.9からゼロ打モルタルフロー270mm に対する SP
剤添加率を求める。次に，SP 剤添加率に対する塑性粘度比を図 4.12 から求める。塑性粘度
比が 1.4 以上になる場合は，単位混和材容積量を変更し，塑性粘度比を 1.4 程度になるまで繰
り返し実施する。 


































(1) 電気炉酸化スラグ細骨材は所要のスランプフローを満足するための高性能 AE 減水剤使用量
を大幅に低減でき，その効果は電気炉酸化スラグ細骨材置換率の増大に伴い著しい。 
































(2) 単位混和材容積と SP 剤使用量は比例関係を示し，混和材種類の違いに関わらず一つの直線
近似式で表現可能である。 
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